
緒　　　言

平成 19 年 6 月に国のがん対策推進基本計画が策定され，

がんの予防および早期発見の推進，がん医療の均てん化の

促進，がん研究の推進等を中心としたがん対策が進められ

てきた．さらに平成 24 年度からがん対策の総合的かつ計

画的な推進に向けた新たな基本計画が示された1）．この新

しい基本計画のなかで重点的に取り組むべき課題の一つと

して，「がんと診断された時からの緩和ケアの推進」が挙

げられ，がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケア

チームなどの機能強化等により，がんと診断された時から

患者とその家族が，精神心理的苦痛に対する心のケアを含

めた全人的な緩和ケアを受けられるよう，緩和ケアの提供

体制の充実が求められている．一方，緩和ケアに関する薬

剤師の認定制度として，平成 22 年に日本緩和医療薬学会

により，「緩和薬物療法認定薬剤師」の認定制度が開始さ

れた2）．麻薬の適正使用を推進していく上で，病院薬剤師，

薬局薬剤師の果たす役割は大きい．

平成 26 年 4 月に診療報酬の改定が行われ，基準調剤加

算 1 の施設基準に麻薬小売業者免許取得の要件が加わっ

た3）．それにより麻薬小売業者免許を取得する保険薬局

（以下，薬局）が増えるとともに，麻薬の院外処方がこれ

まで以上に一般的になると考えられる．実際，わが国の院

外処方箋発行枚数は増加の一途をたどっており4），麻薬取

扱薬局数も増えてきている5）．保険薬剤師は，患者情報が

少ない状況で服薬指導を行わなければならない6）．そのよ

うな状況のなか，麻薬処方箋を応需する薬局において麻薬

の備蓄はされているか，患者への服薬指導がどのように行

われているかなど問題点を明らかにする目的で実態につい

てアンケート調査を実施した．

方　　　法

1． 調 査 対 象
平成 26 年 4 月以前より麻薬小売業者免許を取得してい

る名古屋市内の薬局 664 軒を調査対象とした．平成 26 年

4 月以降に免許を取得した薬局は，麻薬取り扱いに関する

経験や体制が十分整っていない可能性があるため，調査対

象から除外した．なお，回答者については限定せず，管理

薬剤師であるかどうかのみを調査した．個人情報，プライ

バシーの保護に万全をつくし，研究終了時でアンケート用

紙をシュレッダーで破棄し，学会や論文などで研究発表す

る際も個人が特定されないようにした．

2． 調 査 時 期
平成 26 年 9 月の 1 カ月間とした．

3． 調 査 方 法
アンケート用紙を郵送し，回答をファックスにより回収

した．

4． 調 査 内 容
保険薬局の立地場所，回答者の調剤経験年数，麻薬の備

蓄状況，疼痛治療に関する知識などとした（表 1）．
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　［要旨］　平成 26 年 4 月に診療報酬の改定が行われ，基準調剤加算 1 の施設基準に麻薬小売業者免許取得の要件
が加わった．それにより麻薬小売業者免許を取得する保険薬局（以下，薬局）が増え，医療用麻薬（以下，麻薬）
の院外処方が今以上に一般的になると考えられる．そこで，麻薬処方箋を応需する薬局における服薬指導等の実態
を明らかにすることを目的として，アンケート調査を実施した．その結果，麻薬を常備していない薬局が多いこと
や，保険薬局薬剤師（以下，保険薬剤師）の緩和医療に対する基礎的知識が不足していることなどが明らかとなっ
た．また，レスキューに関する知識は普及しているが患者指導がされていないケースが多いなど様々な問題のある
現状がみえてきた．今後，院外麻薬処方箋を取り扱う保険薬剤師は，十分ながん患者サポートを行うため，医療機
関との連携を進めるとともに疼痛治療に関する知識を身につける必要性があると考えられる．
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医療法で医療機関は，病院と診療所に分けられる．

医 院 門 前：無床の診療所（医院・クリニック）の近くに

位置し，主に診療所の処方箋を扱う薬局

医療モール：診療科が異なる複数のクリニックと調剤薬局

が一つの建物や敷地に集まった医療施設（医療モール）

内の薬局

病 院 門 前：病院の付近にあり，主に当該病院からの処方

箋を扱う薬局

表 1　麻薬取り扱い保険薬局における疼痛治療に関するアンケート内容
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面　分　業：特定の医療機関とは関係ないが，人の往来の

多いところに立地しており，多数の医療機関の処方箋を

扱う（面分業）薬局

今回の調査では，医療モール内の薬局は 195 軒中 3 軒

しかなかったため，この項目で分類は困難と判断し，業務

内容の類似性から医院門前と同分類とした．

5． 統 計 解 析
5-1． 麻薬備蓄状況ならびに備蓄品目

1）各薬局で採用されている麻薬品目のなかで常時備蓄品

目が占める割合と，必要時取り寄せ品目の占める割合を算

出した．その結果をもとに，全薬局において，麻薬を常時

備蓄している場合と必要時のみ取り寄せている場合のどち

らが多いのかを Mann-Whitney U 検定で行った．

2）常時備蓄品目のパターンと必要時のみ取り寄せ品目の

パターンに違いがあるかどうかを分析するために，それぞ

れについて，モルヒネ：オキシコドン：フェンタニル：そ

の他の麻薬の 4 つに分類し，各薬局における割合を算出

した．常時備蓄品目と必要時のみ取り寄せ品目それぞれの

なかで，どの品目が多いかについて一元配置分散分析後，

多重比較検定（Dunnett 検定）を行った．

5-2． WHO 方式がん疼痛治療法に対する知識の有無

1）調剤経験年数での比較

「よく知っている」と「少し知っている」，「聞いたこと

がある」，「知らない」と調剤経験年数「5 年未満」，「5 年

以上」について得られた回答の比率（図 1a）を用いて，

クロス集計表（3 × 2）を作成し，独立性の検定（χ2 検

定）を行った．

2）立地場所での比較

「よく知っている」と「少し知っている」，「聞いたこと

がある」，「知らない」と各薬局の立地場所「医院門前・医

療モール」，「病院門前」，「面分業」について得られた回答

の比率（図 1b）を用いて，クロス集計表（3 × 3）を作成

し，独立性の検定（χ2 検定）を行った．その後，クロス

集計表全体と比較してどの比率に有意差があるかを確かめ

るために，残差分析を行った．

5-3． レスキューに対する理解度

1）調剤経験年数での比較

「十分理解している」と「だいたい理解している」，「知

らない」，「その他」と調剤経験年数「5 年未満」，「5 年以

上」について得られた回答の比率（図 2a）を用いて，ク

ロス集計表（3 × 2）を作成し，独立性の検定（χ2 検定）

を行った．

2）立地場所での比較

「十分理解している」と「だいたい理解している」，「知

らない」，「その他」と各薬局の立地場所「医院門前・医療

モール」，「病院門前」，「面分業」について得られた回答の

比率（図 2b）を用いて，クロス集計表（3 × 3）を作成し，

独立性の検定（χ2 検定）を行った．

図 1　WHO 方式がん疼痛治療法に対する知識の有無．
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5-4． �痛みやレスキューの効果について患者への問診の

有無

1）調剤経験年数での比較

「問診している」，「問診したいが時間がない」，「患者情

報が少なくてできない」，「指導方法に自信が持てない」，

「その他」と調剤経験年数「5 年未満」，「5 年以上」につ

いて得られた回答の比率（図 3a）を用いて，クロス集計

表（5 × 2）を作成し，独立性の検定（χ2 検定）を行っ

た．

2）立地場所での比較

「問診している」，「問診したいが時間がない」，「患者情

報が少なくてできない」，「指導方法に自信が持てない」，

「その他」と各薬局の立地場所「医院門前・医療モール」，

「病院門前」，「面分業」について得られた回答の比率（図

3b）を用いて，クロス集計表（5 × 3）を作成し，独立性

の検定（χ2 検定）を行った．その後，クロス集計表全体

と比較してどの比率に有意差があるかを確かめるために，

残差分析を行った．

統計用解析ソフトは，株式会社社会情報サービス

（SSRI）統計ソフト「エクセル 2015」を使用し，p ＜ 0.05

を有意水準とした．

結　　　果

アンケートの回収率は，664 軒中 195 軒，29.4% であっ

た．

回答者のうち調剤経験年数 5 年未満の薬剤師は 19 名，

5 年以上の薬剤師は 165 名，無回答 11 名であり，そのう

ち，管理薬剤師であると答えたのは 170 名であった．調

剤経験年数 5 年未満の回答者は，全員管理薬剤師であっ

た．

1． 麻薬備蓄状況ならびに備蓄品目
麻薬の備蓄状況については，「備蓄している」薬局が

153 軒（79%），「備蓄していない」薬局は 26 軒（13%），

「以前は備蓄していた」薬局が 10 軒（5%），「今後備蓄す

る」予定の薬局は 0 軒（0%），「回答なし」が 6 軒（3%）

であった．

常時備蓄している麻薬の品目で多かったものは，オキシ

コドン徐放性製剤，オキシコドン速放性製剤，モルヒネ徐

放性製剤（12 時間型），フェンタニルパッチ（1 日型およ

び 3 日型）であった．また，必要時のみ取り扱う品目で

多かったものは，オキシコドン徐放性製剤，フェンタニル

パッチ（1 日型および 3 日型），オキシコドン速放性製剤，

モルヒネ徐放性製剤（12 時間型）であった（図 4）．

各薬局が採用している麻薬品目のなかに常時備蓄の麻薬

図 2　レスキューに対する理解度．
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図 3　痛みやレスキューの効果について患者への問診の有無．

図 4　医療用麻薬の備蓄状況．
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「聞いたことがある」は病院門前で 43% と多く，面分業で

は 16% と有意に少なかった（χ2 検定，p ＜ 0.05）．

6．  がん疼痛の薬物療法に関するガイドラインに対する
知識の有無

日本緩和医療学会発行の「がん疼痛の薬物療法に関する

ガイドライン」を知っているかどうかについては，「読ん

だ（一部も含む）」が 42 軒（22%），「持っているが読んで

いない」が 1 軒（1%），「聞いたことがある」が 96 軒

（49%），「知らない」が 54 軒（28%），「その他」が 1 軒

（0.5%），「回答なし」が 1 軒（0.5%）であった．

7． レスキューに対する理解度
麻薬による疼痛管理下において，突発的に発生する強い

痛みに対するレスキュー処方について，その理解度を調査

した．

7-1． 調剤経験年数での比較

レスキューについての理解度を経験年数で比較したとこ

ろ，「十分理解している」と「だいたい理解している」の

割合は 5 年未満で 79%，5 年以上で 75% であった．しか

し，調剤経験年数の違う薬剤師間での差は認められなかっ

た（図 2a，χ2 検定，p ＝ 0.5210）．

7-2． 立地場所での比較

レスキューについての理解度を立地場所で比較したとこ

ろ，「十分理解している」と「だいたい理解している」の

割合は，医院門前・医療モールが 74%，病院門前が 82%，

面分業が 81% であった．「知らない」と答えた割合は医院

門前・医療モールは 26% であり，病院門前は 18%，面分

業は 16% であったが，これらの 3 群間に有意差は認めら

れなかった（図 2b，χ2 検定，p ＝ 0.0544）．

8． 痛みやレスキューの効果について患者への問診の有無
レスキュー処方の対象となる強い痛みやレスキューの効

果についての患者への問診の有無を調査した．

8-1． 調剤経験年数での比較

強い痛みやレスキューの効果について，患者への問診の

有無を経験年数で比較したところ，「している」と答えた

割合は経験年数 5 年未満の薬剤師で 32%，5 年以上の薬剤

師で 29% であった．また，問診していない（またはでき

ない）理由として「患者情報が少なくてできない」と答え

た割合は経験年数 5 年未満で 26%，経験年数 5 年以上で

は 25% であり，「指導方法に自信が持てない」と答えた割

合は，経験年数 5 年未満で 21%，5 年以上でも 22% にと

どまり，すべての項目間において有意差は認められなかっ

た（図 3a，χ2 検定，p ＝ 0.9826）．

8-2． 立地場所での比較

強い痛みやレスキューの効果について，患者への問診の

有無を立地場所で比較したところ，「している」と答えた

割合は病院門前で 47% と有意に多く，反対に医院門前・

医療モールは 24% と有意に少なかった（χ2 検定，p ＜

品目が占める割合と必要時のみ取り寄せの麻薬品目が占め

る割合を算出して比較を行った．その結果，麻薬を常時備

蓄している薬局よりも，必要時のみ取り寄せている薬局が

多いことが明らかとなった（Mann-Whitney U 検定，p ＜

0.05）．

常時備蓄している品目のパターンと必要時のみ取り寄せ

ている品目のパターンの比較を行った結果は以下のようで

あった．

常時備蓄している麻薬と，必要時のみ取り寄せている麻

薬において，モルヒネはフェンタニルやその他の麻薬より

も有意に多いことが判明した（p ＜ 0.05；多重比較検定）．

また，モルヒネとオキシコドンとの間には有意差は検出さ

れなかった．

2． 備蓄していない理由
麻薬を常時備蓄していない理由としては，「麻薬処方箋

が来ない」が 24 軒（67%）で最も多く，その他のものと

して，「不良在庫が心配」が 4 軒（11%），「盗難が心配」

が 1 軒（3%），「必要時に取り寄せる」が 11 軒（31%），

「その他」が 2 軒（6%）であった（重複回答あり）．

3． 麻薬処方箋を応需できなかったことの有無
麻薬処方箋を応需できなかったことがあるかどうかにつ

いては，「ある」が 48 軒（25%），「ない」が 139 軒（71%），

「回答なし」が 8 軒（4%）であった．

4． 麻薬処方箋を応需できなかった理由
麻薬処方箋を応需できなかった理由としては，「在庫な

し」が 28 軒（58%）で最も多く，「取り寄せができなかっ

た（休日，夜間）」が 18 軒（38%），「取り寄せができな

かった（その他）」が 4 軒（8%），「その他」が 5 軒（10%）

であった（重複回答あり）．

5． WHO方式がん疼痛治療法に対する知識の有無
5-1． 調剤経験年数での比較

WHO 方式がん疼痛治療法についての知識の有無を調剤

経験年数（以下，経験年数）で比較したところ，「よく

知っている」と「少し知っている」の割合は，経験年数 5

年未満が 58%，5 年以上は 43% と 5 年未満のほうが多い

傾向がみられたが，有意差は認められなかった（χ2 検定，

p ＝ 0.0783）．「知らない」と答えた割合は，経験年数 5 年

未満が 21%，5 年以上が 24% で，両者の間に有意差は認

められなかった（図 1a，χ2 検定，p ＝ 0.0783）．

5-2． 立地場所での比較

WHO 方式がん疼痛治療法についての知識の有無を立地

場所で比較したところ，「よく知っている」と「少し知っ

ている」の割合は，面分業をしている薬局で 60% と有意

に多く，医院門前・医療モールでは 39% と有意に少なかっ

た．「知らない」と答えた割合は医院門前・医療モールが

26% と有意に多かったのに対して，病院門前では 15% と

有意に少なかった（図 1b，χ2 検定，p ＜ 0.05）．また，
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0.05）．「患者情報が少なくてできない」が，医院門前・医

療モールで 30% と有意に多かった（図 3b，χ2 検定，p ＜

0.05）．

9． フェイススケール使用の有無
麻薬による疼痛管理下における痛みに対して，患者へ

フェイススケール7）の使用の有無を調査したところ，「使っ

ている」が 24 軒（12%），「知っているが使っていない」

が 101 軒（52%），「知らないので使っていない」が 62 軒

（32%），「 そ の 他 」 が 7 軒（4%），「 回 答 な し 」 が 1 軒

（0.5%）であった．

10． NRSの使用の有無
麻薬による疼痛管理下における痛みに対して，患者へ

NRS （Numerical Rating Scale）7）使用の有無を調査したと

ころ，「使っている」が 12 軒（6%），「知っているが使っ

ていない」が 93 軒（48%），「知らないので使っていない」

が 84 軒（43%），「その他」が 6 軒（3%）であった．

考　　　察

今回，回答者のうち調剤経験年数 5 年未満の薬剤師が

19 名，5 年以上の薬剤師は 165 名と大きな開きがあった

が，5 年未満の回答者は全員管理薬剤師であった．このこ

とから，アンケートには，管理薬剤師または薬局を代表し

て答える立場にいる薬剤師が回答していると推察される．

したがって，今回のアンケート結果は薬局の実情をかなり

正確に反映しているのではないかと思われる．

麻薬を常時備蓄している薬局よりも必要時にのみ麻薬を

取り扱う薬局のほうが多いという実情が明らかとなった．

その理由として，麻薬の種類によってはジェネリックや規

格の多いものもあり，不良在庫となる経済的問題や処分す

る場合の時間と労力，さらに備蓄スペースの必要性から，

すべての麻薬を常時備蓄しておくことは不可能であること

が考えられる．

麻薬処方箋の応需状況からは，在庫がないため患者を待

たせたり，調剤を断ったり，患者に十分な対応ができてい

ない現状がみえてきた．今後，薬局が地域医療においてそ

の役割を十分果たすためにはこれらの問題を速やかに解決

する必要がある．それには，麻薬小売業者間譲渡許可を充

実させ，必要な数量の麻薬を土曜日，日曜日，休日，夜間

の 24 時間いつでも短時間で入手できるようなシステムの

構築が必要である9, 10）．常時備蓄している品目と必要時の

み取り寄せている品目は，ほぼ一致していることがわかっ

た．このことは，各種麻薬の処方頻度を反映しているもの

と考えられる．

WHO 方式がん疼痛治療法に対する調査から，経験年数

はがんの疼痛コントロールに対する知識と必ずしも相関し

ておらず，約半数の薬剤師はがん疼痛治療についての知識

が十分でないまま，麻薬を調剤しているという実態が判明

した．また，立地場所で比較した場合，病院門前よりも面

分業の薬局薬剤師のほうが WHO 方式がん疼痛治療法に対

する知識を有していることが明らかになった（図 1b）．そ

の理由として，面分業では様々な処方箋を受け付けること

によって，日頃からがん領域の薬に対する意識が高く，自

分で調べて勉強したり，勉強会に参加するなどして知識を

得ているからと考えられる．

レスキューに関する知識は，薬剤師の経験年数や立地場

所にかかわらず，80% 程度の薬剤師に普及していること

が明らかになった．しかし，その知識が患者への服薬指導

に十分には活かされていない実情も判明した．その理由と

して，「患者情報が少ない」ことや「指導方法に自信が持

てない」ことが半分以上を占めており，薬薬連携による情

報共有の必要性が示されたと考えられる．

痛みやレスキューの効果について患者への問診の有無を

立地場所で比較した場合，「問診をしている」が病院門前

で最も多かったのは，病院門前の薬剤師は薬薬連携8）に

よって有効に患者情報を得ている可能性が考えられる．こ

れに対して，医院門前・医療モールや面分業では，一般に

医師から直接，患者情報が得にくいという背景があるかも

しれない．そのため，患者への問診が「患者情報が少なく

てできない」や「指導方法に自信が持てない」からできな

いという結果につながっていると考えられる．面分業で

は，「問診をしている」が病院門前に次いで多かった．こ

れは面分業が進展するにつれて，かかりつけ薬局として患

者に積極的に関わっている薬局が多くなっている可能性を

示唆している．

自信をもって医師に情報提供を求めたり，門前クリニッ

クとの定期的なカンファレンスを実施する9）など，患者の

相談にのれるように，医院門前における疼痛治療に関する

勉強会や研修，e-ラーニングなどでの学習が必要である．

また，疼痛に関する問診票の作成や患者が気軽に連絡を取

ることができる体制を作ることなどで患者本人から情報を

得ることも大切である．例えば，図 5 のように患者がわ

からないことがあったときのために，患者一人ひとりから

連絡をもらえるよう連絡カードを配るという方法がある．

図 5　患者配布用　連絡カード．
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疼痛コントロールに問題がある患者の情報を処方医に

フィードバックする6）ことも薬剤師の使命と考えられる．
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　Abstract: The national medical treatment remuneration system was revised in April 2014, with the requirement 
to obtain a narcotics retailer license added as a condition for facilities receiving standard dispensing fee addition 1. 
This new stipulation suggests that the number of health insurance pharmacies (hereinafter referred to as pharma-
cies) obtaining the narcotics retailer license will further increase and that extramurally prescribed narcotics for 
medical use (hereinafter referred to as narcotics) will become more widely available. We conducted a questionnaire 
survey on pain treatment in order to clarify the current situation of pharmaceutical counseling on the use of 
narcotics provided by pharmacies that accept prescriptions for these drugs. The survey revealed that pharmacists 
working in health insurance pharmacies (hereinafter referred to as health insurance pharmacists) did not have 
sufficient basic knowledge of palliative care, and that a large number of pharmacies did not consistently have narcot-
ics ready; in addition, despite widespread knowledge regarding rescue, the survey revealed various problems, 
including a lack of patient education at many pharmacies. Health insurance pharmacists handling extramural 
narcotics prescriptions need to cooperate with medical institutions and acquire knowledge about pain treatment in 
order to provide adequate support for cancer patients in the future.

　Key words: �narcotics for medical use, extramural narcotics prescription, palliative care, health insurance 
pharmacy, rescue
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